
事業名: 佐賀県ものづくりグローバル研究会

事業責任者: 佐賀県産業労働部 流通・通商課 村上保夫

【事業のあらまし】

佐賀県経済を支える県内ものづくり企業によるアジアを中心とした海外展開を支援する

ため、県工業連合会と連携し、希望する会員企業が主体的にグローバル展開に取り組む「も

のづくりグローバル研究会」を立ち上げ、運営していく。

佐賀県工業連合会（佐賀県商工会議所連合会）、佐賀県、佐賀銀行、佐賀大学

【平成２８年度の取組】

○国際経済等研究会の開催 ４回

H28/04/13「世界経済 今年の潮流をよむ」（参加者：13 名） 

H28/09/07「ベトナム製造業の現状とマーケットとしての魅力・ ベトナム経済概観

と領事館の役割」（参加者：28 名） 

H28/12/15「大メコン圏の物流インフラ最新事情・タイ ベトナム商談・視察ミッシ

ョン報告」（参加者：22 名） 

H29/03/07「海外展開支援施策について（海外展開支援施策説明会＆相談会）」（予定）

○経済ミッションの派遣 （H28/11/22～26）

タイ・ベトナムへの経済ミッションの派遣を、県内製造業企業とともに実施し、

ASEAN 各国の貿易投資環境の調査や、現状把握を行うことができた。 

地域振興及び産業振興

【国際経済情勢の研究会】

【タイ・ベトナム経済ミッション】

事業名: 佐賀創生戦略研究会

事業責任者: 佐賀大学全学教育機構 五十嵐 勉

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

(第２回研究会の様子)   (第３回研究会の様子) 

【事業のあらまし】 
・実施主体：６者協働によるシンクタンク機能の強化

・事業内容：地方創生戦略に関する研修会・講演会の開催、市町における企画立案の支援、

調査研究等

【平成２８年度の取組】

平成 27 年度から引き続き、文部科学省ＣＯＣ＋「さが地方創生人材育成・活用プロジェ

クト」の同事業の推進体制の中に位置づけられている本研究会に取り組んだ。本研究会は、

①佐賀県内の地方創生に関する調査研究（先進地研究含む）の実施、②国内及び佐賀県内の

地方創生プロジェクト事例の収集と分析、③佐賀県内の行政・企業・団体等の地方創生担当

者の情報交換等を目的としている。

平成 28 年 8 月 29 日（月曜日）、第２回研究会を本学理工学部８号館産学・地域連携機構

セミナー室で開催、当日は 15 団体から 30 人の参加があった。まず、調査・研究報告として、

本学産学・地域連携機構の畑中寛特任准教授から「佐賀地域における地方創生の担い手とそ

の育成に関する調査」の結果報告が行われた。次に、取組紹介として、「ＲＥＳＡＳ（地域経

済分析システム）について」として佐賀県地域交流部さが創生推進課課長の實松尊徳氏が報

告を行った。さらに、研究会終了後に参加メンバーの情報交換の場となる「SAGA SOUSEI 
Café」（情報交換会）も開催された。なお、調査・研究報告については、当日のＮＨＫ佐賀

放送局の夕方のニュースで放送され、翌日の佐賀新聞の記事にも掲載された。

また、平成 29 年 1 月 20 日（金曜日）、第３回研究会を本学理工学部８号館産学・地域連

携機構セミナー室で開催、当日は 15 団体から 25 人の参加があった。武雄市、小城市、神埼

市、吉野ヶ里町の４自治体の地方創生担当者から「まち・ひと・しごと創生総合戦略」につ

いての事例報告が行われ、その報告を踏まえたディスカッションが行われた。具体的には、

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」について、①総合戦略の中で完了した事業（先行型交

付金の活用等）の紹介、②総合戦略の進捗評価の実施及び達成状況について、③総合戦略を

推進する上での問題点・課題について報告が行われ、報告後のディスカッションでは、市町

の地方創生担当、佐賀県さが創生推進課及び佐賀大学研究者による意見交換が行われ、庁内

における地方創生への温度差の問題や地方創生を実質的に担当しているマンパワー不足の問

題等が明になった。

地域振興及び産業振興Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑪佐賀創生戦略研究会 
事業責任者：全学教育機構　五十嵐　勉 
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